
様式第1 5 （第1 5 条 関係 ）

技管 協補発第26043001 号

令和8 年4 月30 日

環 境 大 臣 殿

一般社団 法人 廃棄物処理施設技術管理協会

会長 柳井 薫

令和4 年度 二酸化炭素排 出抑制対策事業費等補助金

（廃棄物処理施設 を核 と し た地域循環共生圏構築促進事業）

熱導管等廃棄物 の 処理 に よ り 生 じ た熱 を利活用 す る た め の設備 、 こ れ ら の設

備 を運転欄御す る た め に必要 な通信 ・ 欄御設備等 を 導入す る 事業

令和7 年度事業報告書 （湖西市 ）

令和4年7 月15 日 付 け技管協補発第22071501 号で交付決定 を 通知 し た 二酸化炭素排 出

抑桐対策事業費等補助金 （廃棄物処理施設 を核 と し た 地域循環共生圏構築促進事業 ） に つ

い て 、 令和4 年度 二酸化炭素排 出抑制対策事業費等補助金 （廃棄物処理施設 を核 と し た 地

域循環共生圏構築促進事業 ） 交付規程第1 5 条第1 項 の規定に基づ き 湖西市か ら 令和7 年

度分の 事業報告書 を受領 し た の で下記の と お り 執行団 体 と し て の所見 を報告 し ま す。

記

1 事業実施 に よ る 二酸化炭素排 出 肖lJ減効果 につ い て

(1) 令和7 年度 二酸化炭素排 出 肖lJ減量 （ 実績）

肖lJ減量665. 25 tCOd年

目 標量 862.89 tC02/年

※ 事業実施前お よ び実施後 のCO2 排 出量デー タ は月IJ添 「地球温暖化対策事業効果算

定ガイ ド ブ ッ ク 補助事業 申 請者 向 けハー ド対策事業計算 フ ァ イ ル」 を基 に作成

(2) 実績報告書 にお け る 二酸化炭素排 出 甘IJ減量に 達 し な か っ た場合 の原 因

別紙 、 湖環廃第1 6 号の と お り

2 !§ 標 の 達成状況 に 関す る 評価 （技管協の 所見 ）

蒸気 の利用 に よ り 二酸化炭素排 出 量は 甘lJ減 さ れて い る も の の 、 令和7 年度実績 にお

い て も 目 標達成 に は 至 っ て い な い 。

一方 、 施設利用 時間 が 増加す る 状況下 にお い て も 前年度 と 比較 し て 重油使用 量の 甘IJ

減 が確認 さ れ て お り 、 補助事業 に よ り 設置 し た設備 の効果 が 一 定程度発現 し て い る も

の と 認 め ら れ る 。



今後 も 、 蒸気供給使お よ び需要倶IJが相互に連携 し 、 運転条件や運用 面にお け る 改善

を可能な限 り 図 る こ と に よ り 、 当 初の 目 標達成に 向 けた取組を継続 してい く こ と を期

待する 。

3 本件責任者及び担当者の氏名 、 連絡先等

(1) 責任者の所属部署 ・ 職名 ・ 氏名 ： 代表理事会長 柳井 薫

(2) 担当者の所属部署 ・ 職名 ・ 氏名 ； 補助事業 担当部長 荘司 成憲

(3) 連絡先 （電話番号 ・E メ ールア ド レス ）

電話番号 ：044-742-6228 • E メ ールア ド レス ：hojyo-Ol@jaem.or.jp



様式第1 5 （第1 5 条 関係 ）

湖 環 廃 第1 6 号

令和 8 年 4 月 17 日

環 境 大 臣 殿

補助事業者 湖西市長 田 内 浩之

令和4年度 二酸化炭素排 出抑制対策事業費等補助金

（廃棄物処理施設 を核 と し た地域循環共生圏構築促進事業）

熱導管等廃棄物 の 処理 に よ り 生 じ た熱 を利活用 す る た め の設備 、

こ れ ら の設備 を運転欄御す る た め に必要 な 通信 ・ 籠御設備等 を 導入す る 事業

令和7 年度事業報告書

令和4 年7 月15 日 付 け技管協補発第22071501 号で交付決定の通知 を 受 け た 二酸化炭素

排 出抑欄 対策事業 費等補助金 （廃棄物処理施設 を核 と し た地域循環共生 圏構築促進事業 ）

につ い て 、 令和4年度二酸化炭素排 出抑制対策事業費等補助金 （廃棄物処理施設 を核 と し

た地域循環共生圏構築促進事業 ） 交付規程第1 5 条第1 項の 規定 に基づ き 下記 の と お り 報

告 し ま す。

記

1 事業実施 に よ る 二酸化炭素排 出 甘IJ減効果 につ い て

(1) 令和7年度 二酸化炭 素排 出 肖IJ減量 （実績）

甘lJ減量665. 25 tCOd年

目 標量 862.89 tC02/年

※ 事業実施前お よ び実施後 のCO2 排 出量デー タ は月lJ添 「地球温暖化対策事業効果算

定ガイ ド ブ ッ ク 補助 事業 申 請者 向 けハ ー ド対策事業計算 フ ァ イ ル」 を基 に 作成

(2) 実績報告書 にお け る 二酸化炭 素排 出 甘lJ減量に 達 し な か っ た場合 の原 因

申 請時点 の 重油使用 量は 、 平成22 年度 か ら 令和3 年度 ま で の蒸気供給停止期 間 にお
け る 平均使用 量 を345,909L と し 、 平成21 年度以 前の環境セ ン タ ー が稼働 し て い た 時

（蒸気供給あ り ） の 平均使用 量 （平成18 年度 か ら 平成21 年度 ） は27,500L と し た 。 こ
れ ら の数値 を も と に 申 請 時の 目 標数値 を設 定 し た 。 （重油使用 量平均値 添付l 参照 ）

そ の 後 、 環境セ ン タ ー再稼働 に伴い蒸気供給が 再 開 さ れ 、 令和7 年度 の 実績値 は
104,000L で あ っ た。 （重油使用 量実績添付2 参照 ）

蒸気供給停止期 間 と 比較す る と 、 焼却熱の 有効活用 に よ り 重 油使用 量の 甘lJ減効果 は
確認で き た も の の 、 当 初見込 ん だ余熱利用 後 の 重油使用 量27,500L は達成で き な か っ
た 。

そ の 要 因 と し て 、 平成22 年度以 降 、 複合施設 （ ア メ ニ テ ィ プ ラ ザ） の運営手法が

直営 か ら 指定管理者へ移行 し た こ と に よ り 、 平成21 年度以前 と 比較 し て 、 施設 内 で 実

施 さ れ る 各種ス ポ ー ツ 教室等 の 事業数が 大幅 に増力D し た点 が 挙 げ ら れ る 。 こ れ に伴い

施設 の稼働時間 が延び 、 エネ ルギ ー需要が 増加 し た結果 、 重油使用 量 も 増力D し た も の



と 考 え ら れ る 。

• 平成21 年度以 前の教室 開催時間

40 時 間 ／年(4 講座XlO 回Xl 時F日ij )

・ 令和7 年度 の教室 開催時間

2,068 時 悶 ／年 （52 講座X 週4Xll か月 （休講 、 休館等 を 考慮）XO. 5 時間 ～1 時間 ）

し か し 、 目 標量に は至 ら な かっ た が 、 令和6 年度実績 よ り 令和7 年度実績の方が 、 教

室 開催時 間 が増力0 し た 中 で も 重油使用 量は 甘lJ減で き た 。

・ 令和6 年度

教室 開催時悶数 1,872 時悶

重油使用 量 122,000L
・ 令和7 年度

教室 開催時悶数2,068 時悶

重油使用 量 104,000L

昨年度 の 取 り 組み と し て 、 複合施設 の 空調 の設 定温度や運転方法 の 見直 し及 び温水

プールの 立 ち 上 げ時 に重 油 で は な く 、 余熱利用 で対応 可能 な 日 は余熱 を 活用 す る 等 で

エネルギ ー の 有効活用 を 図 っ た結果 と い え る 。

近年 、 酷暑 が続 く 状況 で は あ る が 、 サ1 き 続 き 複合施設 の運営者 と 協議 し 、 室温設定の

見直 し等 に よ る エ ネルギー の効率嶋使用 を検討 し 、 重 油 量の節減 に努 め て い く 。 ま た 、

環境セ ン タ ー に お い て も 運営者 と 協議の 上 、 供給蒸気量や機器設定の 見直 し 、 施設運転

時間 の 見直 し （停止 時間 の 減少 ） を 検討 し 、 蒸気供給の効率化 に努 め て い く 。

2 目 標 の 達成状況 に 関す る 評価 （技管協の 所見 ）

3 本件責任者及び担 当 者 の 氏名 、 連絡先等

(1) 責任者の所属部署 ・ 職名 ・ 氏名 環境部廃棄物対策課 課長 守屋 徳貞

(2) 担 当 者の所属部署 ・ 職名 ・ 氏名 環境部廃棄物対策課 主任 中村 祥平

(3) 連絡先 （電話番号 ・E メ ールア ド レ ス ） 電話番号 （053) 577-1280
E メ ール ha i ta i@c i ty.kosa i . l g. jp



言

地球温暖化対策事業効果算定ガイ ドブック 補助事業 申 請者向 けハード対策事業計算ファイル

G ． 省エネ設備 （令和4年度 申 請時）

入力する数値に関しては、 必要に応じて計算ファイル内 で表示されている小数点の位まで入 力 することとし 、 それ以下の小数点 につ いては四捨五入することとする。

一幸＇ ， ＇ こ一湖西市

- T 431-0441
静岡 県 湖西市 吉美3294番地の4―

匿 入れ替え 施設の新設、 または設備の入れ替えではない場合は「新設」 、 機器・ システムの入れ替えの場合 は 「 入れ替え」 を選

―．＂・隼' n•
ごみ焼却施設 余熱利 用設備 （ 休止）

■■■■瞳留！ ・鋤■■■ごみ焼却施設 余熱利 用設備 （ 改良 ・ 再開）

ー·

導入する機器 ・ システムおよび、 その比較対象とする従来の機器 ・
システムの名 称を記載してください。
※ 施設の新設、 または機器 ・ システムの入れ替えではない場合
は 、 記載する必要あ り ません。 機器 ・ システムが複数ある場合は、
計算ファイ ルを複数に分けてください。

は選択式となっていますが、 選択項 目 に適切な単位がない場合、 「その他」 を選択
こ手入力 で単位を記入してください。

~ 20 ［ 年］ ，し、 定使用年数を記入

国税庁が発表している耐用年数表を参考にして 、 法定耐用年数を整数で記入してください。 不明である場合 は 、 想定使用 年数を記入し 、 右の選択肢において「想定使用 年数を記入」 を選択してください。

日，運聖塁199,t4•9t』ド屈"《4•9準脂戸1r, 画】

1 事業開始後の年間エネルギー消費量を記載して
ください。

声
固li非事91
I柑iI 茂d■剛遭．

1,、叶阜 ― ●79l
“《粒~ド●喝l

畠
〇塵罷
F翻”nii
．‘ コ

ツ呵9叫， 且l■馬田l
その他1

- - ... 9 g年年年 i-1 ;g 1-1 : : i-
22／／年年／／式式

000 000 kg／年 270 kgCQ2/kg 0 k,C02／年 00 keC02／年／式
000 000 LI E 249 k,C02/L 0 k,C02/年 00 k,C02／年／式

345,90900 27 50000 L/JE 271 k,C02/L 862888 k,C02／年 862 8884 k,C02／年／式
000 000 L/年 300 k~C02/L 0 kgCQ2／年 00 kgC02／年／式
000 000 L/ if' 232 k,C02/L 0 k,C02／年 00 keC02／年／式
000 000 L/ ~ 258 k,C02/L 0 k,C02／年 00 k,C02／年／式
000 000 L/年 246 kgC02/L 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 N ボ／年 000 k,C02/Nrrl 0 k,C02／年 00 kgC02／年／式

000 000 m3/年 219 k,C02/m3 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

)2／■ 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式
862,8884 kgC02／年／式

gし0

他の項 目 にエネルギ一種の名 称を記載し 、 導入前後の年間エネルギー消 費量と排出係数を記入してください。 水素については、 初期
、 一J nヽー～四 、 ／ 9 9 9, 99V ヽV999r…,99 ヽ 心を記入してください。数

【 設定根拠】

一アメニティプラザ （ 温水プール、 体育館、 浴場） の温水、 空調 （ 年間約315 日 稼働）-A重油の購入量で設定 （導入前は休止中11 年間の平均 、 導入後は休止前稼働中4年間の平
均 ）

導入前後における機器 ・ システムの業務負荷 ・ 活
動量 （ 稼働時間 、 稼働率等） と設定根拠を記載し
てください。

導入前の年間エネルギー消費量の算出方法を「従来設備 ・ 施設の実測データ」 、 「従来設備 ・ 施設の性能より 推計」 、 「仮想設備 （現在の平均的な販売設備） の性能より 推計」 より選択してください。 なお 、
施設全体の電力 量から按分している場合 、 「従来設備 ・ 施設の実測データ 」 を選択してく ださい。

ゎ
ーー ム十脅9■■■従来設備 ・ 施設の実測データ

一来
備

従
設

性能 塁 常 苔：阜:h倫元ク；景奪h機 （ 守言同 ） I

従来の機器 ・ システムの性能とエネルギー消 費
量の設定根拠・ 引 用元を記載してください。 「エネ
ルギー消費量の算出方法」 において 、 「従来設
備 ・ 施設の実測データ 」 を選択した場合 、 「エネル
ギー消費量の設定根拠・ 引 用元」 を記載する必要
はあ りません。

.1 ： ：加

「 設定↑贔；：昇用元 一 導入後の機器 ・ システムの性能とエネルギー消
費量の設定根拠を記載してください。

結果 （CO2削減効果 ）一一 862,888 [kgC02／年］ 862.89 [tC02／年］

17,257,768 [kgC02]

一一 17,257.77 [tC02]

h"'拳，亜回困l暑＝劉·'f↓n，K“与非

■■■■■駈鋼田田■■■■■20生

従来設備 ・ 施設の実測データ

想定使用年数を記入

入れ替え



地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック 補助事業 申 請者向 けハード対策事業計算ファイル （ 令和8年度版）

F ．省エネ設備 （令和7年度実績）

・ 本計算ファイルは全和8年庄補助事業の 申請時に活用するものである 。 電力 の排出係数の更新等に合わせて改訂されるため 、 必ず量新の計算ファイルデ活且する
こととする 。
・ 入 力する数値に関しては 、 必要に応じて計算ファイル内で表示されている小数点の位まで入 力することとし 、 それ以下の小数点については四捨五入することとする 。

.: . . . - ―

ー静 岡 ； 入 れ；：o44|

一瓢
吉美3294-47

施設の新設、 または設備の入れ替えではない場合は 「新設J 、 機器 ・ システムの入れ替えの場合は「入れ替
え」 を選択してください。

ごみ焼却施設 余熱利用設備 （休止）

の9茫却施設 余熱利用設備 （ 改 良 ・ 百••

導入量

I 1 -＝ 一 記入してくた
'ツー さい （ その他

の場合）

導入する機器 ・ システムおよび 、 その比較対象とする従来の
機器 ・ システムの 名 称を記載してください。
※ 施設の新設、 または機器 ・ システムの入れ替えではない
場合は 、 記載する必要あり ません。 機器 ・ システムが複数あ
る場合は 、 計算ファイ ルを複数に分けてください。

廿 廿
補助対象となる機器 ・ システムの 「 導入畳」 を記入し 、 横のセ ルに「単位」 を ルダウンから選択してください 。 単位の回答は選択式となっていますが 、 選択項 目 に適切な単位がない場
合 、 「その他」 を選択し 、 右側の入 力 欄に手入 力 で単位を記入 してください 。

一 20 I ［ 年l l 想定使用年数を記入 l
告

国税庁が発表している耐用年数表を参考にして 、 法定耐用年数を整数で記入してください 。 不明である場合は 、 想定使用年数を記入し 、 右の選択肢において 「想定使用年数を記入 」 を
選択してください 。

轟l［コL＇9月ー，，i4•tィil回E9螂』9f1r,3鴫i
事葉開始前のベースラインとなる年間エネル1 事業開始後の年間エネルギー消費量を記載
ギー消費量を記載してください 。 してください 。

日―――口a
g

--1-1-1-kgC02／年／式

A重油

ー
—
i
-
―

000 000 kg／年 233 kgC02/kg 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 kg／年 299 kgC02/kg 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 kg／年 279 kgC02/kg 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 L/年 250 kgC02/L 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

345,90900 104,00000 L/年 275 kgC02/L 665,250 kgC02／年 665,2498 kgC02／年／式

000 000 L/年 310 kgC02/L 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 L/年 229 kgC02/L 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 L/年 262 kgC02/L 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 L/年 248 kgC02/L 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 Nボ／年 000 kgC02/Nボ 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 ●／年 000 kgC02／ ●） 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

000 000 ■ ／年 000 kgC02／■ 0 kgC02／年 00 kgC02／年／式

665,2498 kgC02／年／式

その他2

躙墾← 合 イ」
● 9 よ 、 その他の項 目 にエネルギ一種の 名 称を記載し 、 導入前後の年間エネルギー消費量と排出係数を記入してください。 水素に

が、 可能な範囲でライフサイ クルでの排出係数を記入してください 。

ル 、 体育館 、 浴場） の温水 、 空調 （ 年間約315日 稼働） l甲■■■—1 導入前後における機器 ・ システムの業務負

（導入前は休止中11 年間の平均 、 導入後は休止前稼働中41乙•一は品it雲9:f?。、 稼働率等） と設定根
「11rA

排出 係数の設定根拠
所定のエネルギー種別 以外のエネルギーを
使用する場合は 、 設定根拠を記載してくださ
い。

導入前の年間エネルギー消費量の算出方法を「従来設備 ・ 施設の実測データ」 、 「従来設備 ・ 施設の性能より 推計」 、 「 仮想設備 （ 現在の平均的な販売設備） の性能より 推計」 より選択し
てください 。 なお 、 施設全体の電力 量から按分している場合 、 「 従来設備 ・ 施設の実測データ」 を選択してください。
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従来の機器 ・ システムの性能とエネルギー消
費畳の設定根拠 ・ 引用元を記載してくださl—＝長‘: ［孟iはおi;讚：阜翡悶ミ悶t
た場合 、 「 エネルギー消費量の設定根拠 ・ 引
用元」 を記載する必要はありません。
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I:i：竺i皇闘吸収式冷凍機 （ 空調） 1
性能値の

設定根拠・ 引 用元

I 休止前稼働時のA重油使用量 Il=情雑席悶塁履シi:;&\9含愁：レギー

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■餡蓋国IEZ剛口動□■■■■■■■■■■■一一665,250 [kgC02／年］1

13,304,995 [kgC02] I
年間CO2削減畳 665.25

累計CO2削減ユ 13,305.00

[tC02/年］ 1

[tC02] I
m,:,一 従来設備 ・ 施設の実測データ

冒罰董■四■■■■'20年 工 想定使用年数を記入I
入れ替え-‘



余熱供給時の重油使用量 （ 直営） 単位L

ア メ ニ テ ィ プ ラ ザ に お け るA重油 量

余熱供給な し の重油使用量（指定管理者に よ る 運営）

添付1

単位L

＼
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

4月

5月

6月

7月

8月

9月 9,000
10月 14,000 14,000
11月 7,000 14000 10,000
12月

1 月

2月

3月 9,000 5 ODO 10000 18,000
合計 30,000 28 ODO 24,000 28,000

年平均 27,500 申請時 目 標量

＼
2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021 年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和九年度 令和2年度 令和3 年度

4月 16,000 48 000 48,000 34 ODO 36,000 24,000 22,000 28,000 28,000 16,000 28 000
5 月 24,000 24,000 24,000 22 ODO 20,000 36,000 28,000 14,000 14,000

゜
16 000

6月 16,000 14000 12,000 10 ODO 10,000 12,000 12,000 16,000 16,000 16,000 16,000
7月 20,000 20,000 18,000 14000 14,000 22,000 16,000 18,000 16 000 16,000 18,000
8月 24,000 20,000 16,000 14000 14,000 20,000 16,000 18,000 16 ODO 16,000 16 000
9月

゜
16 ODO 14,000 14,000 14,000 16,000 12,000 16,000 22 000 22,000 20,000

10月 20,000 28,000 18 000 16,000 14000 14,000 24,000 20000 20,000 16 000 16,000
11月 40 000 28,000 26 000 28,000 28,000 28,000 28,000 30000 30,000 32,000 32,000
12月 28,000 42,000 36 000 36,000 48 ODO 48,000 46,000 46000 44,000 44,000 44,000
1 月 40,000 42,000 52,000 50,000 48 ODO 48,000 48,000 46,000 28,000 16,000 50,000
2月 68,000 54,000 52 000 62,000 48 ODO 48,000 58,000 52,000 48,000 48 000 46,000
3月 46 000 42,000 61,000 48,000 48 ODO 34,000 48,000 46,000 48,000 40 000 46,000
合計 242,000 336,000 387 000 372,000 342 ODO 328,000 382,000 346 000 328,000 308 000 320,000 114 000

年平均 345,909 申 請時使用量



重油使用 量実績 （令和4年度～令和7年度）

添付2

単位L

／ 4月 5 月 6 月 7 月 8月 9 月 10月 11 月 12月 1 月 2 月 3 月 合計

R4年度 28,000 14,000 16,000 16,000 22,000 16,000 16,000 32,000 46,000 48,000 48,000 36,000 338,000

R5年度 26,000 14,000 16,000 16,000 16,000 18,000 10,000 0 10,000 10,000 10,000 10,000 156,000

R6年度 0 10,000 0 0 10,000 0 10,000 16,000 28,000 10,000 28,000 10,000 122,000

R7年度 14,000 14,000 0 0 14,000 0 14,000 0 26,000 4,000 14,000 4,000 104,000

※令和5年10月 ～3月 ま で 熱利 活用 に 伴 う 工事 に よ る プー ル ・ 浴室 の使用停止

※令和6年度 か ら 環境セ ン タ ー 再稼働


